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世 田 谷 区 

 
 

◎地籍調査とは？【国土調査法第２条第５項】 

『地籍調査』とは、国土調査法という法律に基づく土地に関する調査で、土地取引等で

必要な、不動産登記の資料を修正するための資料を作成する調査です。言い換えれば土

地の実態調査で、土地に関する戸籍調査という性格を有しています。 

具体的には、土地ごとに登記簿に記載された所有者、地番、地目の確認、ならびに境界

の測量及び面積を測定し、その結果に基づいて地籍図（図面）と地籍簿（簿冊）を作成し

ます。この『地籍調査』の成果によって、これまで登記所に備え付けられていた地図及び登

記簿は修正されます。 
 

◎地籍調査の目的 

土地の売買や相続等を行う場合、必ずその土地の『地籍』が必要となります。『地籍』 と

は、土地に関する所有者、地番、地目（宅地、畑、道路等の利用種別）等の記録のことで、

土地の戸 籍といった意味合 いになります。このような『地籍 』の情報は、登記 所にある地 図

や登記簿に表されています。 

現在、土地に関する記録として広く利用されている登記所の地図を『公図』といいます。 

 
≪地籍図（地籍調査実施後）≫ 

 

≪旧公図≫ 
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この『公図』は、その多くが明治時代の地租改正時に作られた地図（旧公図）などを基に作

られ、その後大きな見 直しをされることなく、現在まで利用 されています。そのため、現 在の

『公図』は、現地への復元性に乏しく、また、境界の位置、土地の形状などにかなりの歪み

を含むことが確認されています。また、多くの土地の登記簿について、面積などの情報が正

確に記録されていないこともあります。 

また、近年、東日本大震災や阪神・淡路大震災などの経験から、地震等の大規模災害

への対策が急がれています。これまで、地震や土砂崩れ、水害等の大規模災害において、

被災地の土地の境界に関する正確な記録がないために、復旧に支障をきたしたという例が

いくつも報告されています。復旧を迅速に行うには、土地の権利関係を明確にした現地復

元性のある地図を整備することが必要です。 

『地籍調査』は、このような状況を改善するため、土地の最も基礎的な情報である『地籍』

を明らかにし、また、公共測量の成 果である『座標』を用いて境 界の測量を行うことにより、

各 土地 の正 確 な位置 と面 積を測り出し、復 元 性が高く、土 地の形 状に歪みのない地 図を

作成することを目的として実施するものです。また、土地一筆ごとの正確な地目や面積が把

握されるため、固定資産税の課税の適正化・公平化を図ることができます。 

※調査の結果、これまでの登記簿上の面積（公簿面積）が増減する可能性があります。 

 

◎『座標』とは？ 

『地籍調査』に用いられる『座標』とは、地球上のある地点の位置を示す際に用いられる

『緯度・経度』に関連した位置情報のことです。『地籍調査』では地球上の『座標』と結びつ

けた、一筆ごとの正確な測量を行います。 

このようにして取得された『座標』により、現地の境界標が失われたり移動したりした場合

でも、境界点の位置を特定することが可能となります。 
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◎地籍調査はこんなことに役立ちます 

『地籍調査』の成果（地籍図・地籍簿）に基づいて、これまで登記所に備え付けられてい

た地図及び登記簿は修正され、以降の登記行政に反映されることとなります。その結果、以

下のような効果が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①土 地 に関 わるトラブルの未 然 防 止 に

役立ちます。 

 

②土地取引の円滑化に役立ちます。 

 

 

③迅速な災害の復旧に役立ちます。 

 

 

④まちづくりのための基礎資料として役

立ちます。 
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◎地籍調査の流れ 

地籍調査は、１つの調査区域について概ね３年かけて実施します。以下の図は、地籍調

査の大まかな流れを示したものです。 

 

 特に『第１回目立会』、『第２回目立会』、『閲覧』については、土地所有者の方々の積極

的なご参加、また『測量作業』についてのご理解とご協力をお願いします。 

 

第１回目立会（１年目）  

後 続 の測 量 作 業 のための資 料 及 び情 報 収 集 を

目的として実施します。事前調査では、『登記簿記

載内容の確認』、『所有されている土地境界図等の

資料提供』、『認識されている境界位置に関する情

報提供』をお願いします。 

 

測量作業（１年目）  

『 地 籍 調 査 』 では、全 ての土 地を測 り出し、土 地

の境界を推測する測量を行います。そのため、現地

において、皆 様 の敷 地 内 に立 ち入 って測 量 を行 う

必要が出てきます。立ち入る必要がある場合には、

事前に連絡を差し上げますので、ご理解とご協力を

お願いします。 
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第２回目立会（１年目）  

第１回目立会及び現地での測量作業の結果を

基に、推定される境界の位置を確認していただ

き、署名を頂くことになりますので、原則ご参

加いただくようお願いします。ただし、立会が

困難な場合は委任状や図面と写真による確認

も可能です。  

 

閲覧（２年目）  

この工程は、第２回目立会の結果を基に作成する、 

調 査 の成 果 物 （ 地 籍 図 （ 図 面 ） 、地 籍 簿 （ 簿 冊 ） ）

を、閲 覧 （ 確 認 ） していただく工 程 です。この閲 覧 の

期 間 は、２ ０ 日 間 設 けます。ここで確 認 された内 容

が、『地籍調査』の最終的な成果となります。 

 

 

 

 

 

◎地籍調査の費用負担【国土調査法第９条の二】 

土地所有者が調査費用を直接負担することはありません。ただし、立会い等に参加して

いただく交通費については、個人負担となりますのでご了承ください。 

 

 

 
 

 

国
50%

世田谷区
25%

東京都
25%
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◎「筆界未定」について 

土地所有者の筆界の承諾が得られなかった場合には、筆界未定の処理がされ、承諾が

得られなかった隣地との境界線は地図に表示されません。 

例えば、下図のように、調査前の １  と ２  の土地の間で筆界未定になりますと、調査

後の地籍図には筆界線が表示されず、 １＋２ の表示になります。また、登記簿に筆界未

定と記載されます。 

     ・  調査前（公図）                  ・  調査後（地籍図）  

 

今回の地図作成作 業後に筆界未定地を解消するには，筆界 未定地となった境界 につ

いて隣接地の所有者等と筆界確認をした上で，土地の測量等を行い，地図訂正・地積更

正等の登記申請手続を行う必要があります。 

なお，それらの手続に必要な経費は自己負担となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

7 

◎最終成果  

  

        
 

         

地籍図  

地籍簿  

一 筆 座

標 面 積

計算書  
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現 地 調 査 で は 区 の 職 員 ・ 測 量 業 者 は 腕 章 と 土 地 立 入 証 を 携 帯 し て 作 業 を

行 い ま す 。  

 

 

 

 

 
問合せ先  

世田谷区役所  道路・交通計画部  道路管理課  道路台帳担当  

担当者             TEL０３ -６４３２ -７９３２・７９３０  FAX０３ -６４３２ -７９９０  

＊ 下 記 の U R L ま た は Q R コ ー ド よ り 世 田 谷 区 ホ ー ム ペ ー ジ 内 の 「 地 籍 調 査 に つ い

て 」 に ア ク セ ス す る と 地 籍 調 査 の 情 報 が 閲 覧 で き ま す 。  

U R L :  h t t p s : / / w w w . c i t y . s e t a g a y a . l g . j p / 0 2 0 0 9 / 4 6 3 4 . h t m l  


